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石岡市議会基本条例 

 

目次 

　前文 

　第１章　総則（第１条・第２条） 
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　第４章　議会と市長等の関係（第７条―第１０条） 

　第５章　議会運営（第１１条―第１５条） 

　第６章　議会及び議会事務局の体制整備（第１６条―第２１条） 

　第７章　最高規範性及び見直し手続き（第２２条・第２３条） 

 

日本国憲法は，第８章において地方自治を保障し，それを実行する自治機関は，直接住

民の主体性に基づいて形成されることを規定している。その自治機関は，首長も議会も地

方自治体の住民が直接選挙で選ぶといった二元代表制を求め，市長である執行機関と議会

の権限を並列，同等ということを明確にしている。 

　その憲法の理念を具体化した地方自治法は，議会に対し，調査権，検査権，監査請求権

等を規定し，執行機関の監視機能を付与している。これによって，議会は，執行機関から

提出された議案を調査・審議し，地方自治体の最終的な意思決定を行っている。 

　平成の大合併により広大な市域を有する石岡市が誕生し，これによって，民意が多様化，

複雑化し，議会運営の重要性が増すこととなった。 

　そのために，議員は社会的倫理や規範を重んじ，強い責任を認識して，さらなる資質と

能力の向上を目指さなければならない。そして市民との情報の共有化に努め，政策の意思

決定過程を明らかにし，市民参加のもとに民意を政策として取りまとめ，市民サービスと

して具現化するといった活動が求められる。つまり，市民に開かれた議会となることによ

って，議会の真の活動原則である市民の負託に応えられることになる。 

　また，地方分権改革により，国からの権限移譲が進み，地方自治体の事務を自らの責任

で決定することとなり，これらの事務に対し議会の権限が及ぶことになったなかで，最終

的な意思決定機関としての議会のあり様が問われている。 

　以上，本市を取り巻く社会的状況，国と地方の関係，そして基礎自治体としての権限が

大きく変化しているなかで，議会は，自らの改革の歩みを継続していくことが求められる。  

　我々石岡市議会は，地方自治の根幹としての議会改革を推し進め，市民の負託に応える

ための決意を，ここに石岡市議会の最高規範として示すものである。 
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第１章　総則 

 

 

 

 

 

 

 

 

【解説】 

　議会が自らの意思決定の過程を明らかにすること，また市政への市民参加を促進して， 

民意を反映させていくことをこの条例の目的としています。その実現のために，議会の基

本的な考え方や議会と議員の活動原則などの基本的事項を定めることとしています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

【解説】 

　市民の負託に応えるための議会の基本的な姿勢として，市民との情報の共有化を図り，

市政に民意を反映する開かれた議会の実現により，市民福祉の向上と市政の発展を目指す

ことを定めています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（目的） 

第１条　この条例は，地方自治における二元代表制の一翼を担う，石岡市議会（以下

「議会」という。）の基本理念，活動原則等を定めることにより，議会の意思決定に

おける過程を明らかにするとともに，市政への市民参加を促進し，その民意を反映さ

せることを目的とする。 

（基本理念） 

第２条　議会は，市民の代表として，市民の負託に応えるため，市民との情報の共有を

図り，民意を反映した意思決定を行う「開かれた議会」を具現化し，市民福祉の向上

と市政の発展を目指すものとする。
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第２章　議会及び議員の活動原則 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【解説】 

　市民から直接選挙された議員で構成された議事機関である議会が市民の負託に応えてい 

くための活動原則を掲げています。 

市民の代表であることを十分に意識して市政運営をチェックしていくことや民意を反映 

させるために議員相互の議論を尽くし，積極的な政策提案を行うこと，またそれらの活動

を積極的に公開することを明確化しています。 

併せて議会制度の改正や円滑な議会運営について，必要に応じて見直しを行うことを定

めています。 

　※他の執行機関・・・教育委員会，選挙管理委員会，監査委員，公平委員会，農業委員 

　　　　　　　　　　　会，固定資産評価審査委員会等をいいます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

　（議会の活動原則） 

第３条　議会は，次に掲げる原則に基づき活動するものとする。 

(1) 議会は，市民を代表する議決機関であることを常に自覚し，市政の公正性，透明

性及び信頼性を確保するため，市長及び他の執行機関（以下「市長等」という。）

の市政運営を監視し，評価すること。 

(2) 議会は，市民の多様な意見を把握し，市政に反映させるため，市民の代表である

石岡市議会議員（以下「議員」という。）の自由な議論により，積極的な政策提案

を行うこと。 

(3) 議会は，地方分権を基本とした議会活動の活性化に努め，他の地方公共団体の議

会との連携を図ること。 

(4) 議会は，議会活動について積極的に情報を公開し，市民への説明責任を果たすこ

と。 

(5) 議会は，議会制度に係る法改正があったとき，又は円滑な議会運営のため必要が

あると認めるときは，必要な組織を設置し，速やかに調査，検討及び見直しを行う

こと。
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【解説】 

　市民の代表である議員としての責務を果たしていくための活動原則を掲げています。 

　議員は，市民の代表であることから高い倫理観を持って，品位の保持に努めること。ま

た議員は，議会を構成する一員として，市政全般の課題と市民の多様な関心や意見を的確

に把握し，市全体の福祉の向上のために活動することを明確化しています。さらに，積極

的に政策提案を行うことや議員自らの資質及び政策水準の向上を図るため，自己研鑚に努

めることを定めています。 

 

 

第３章　市民と議会との関係 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【解説】 

　議会は，市民との情報の共有を図るため，議会での会議を原則公開とし，いつでも傍聴

ができるようにすることを定めています。また，市民からの多様な意見を把握し，議会活

動や政策立案へ反映させるための手法として，議会報告会，意見交換会，パブリックコメ

ント及びアンケート調査が実施できることを定めています。 

 

（議員の活動原則） 

第４条　議員は，次に掲げる原則に基づき活動するものとする。 

(1) 議員は，市民の代表として，高い倫理観を持ち，品位の保持に努めること。 

(2) 議員は，議会の構成員として，市全体の福祉の向上のために活動すること。 

(3) 議員は，市民の意見を的確に把握し，積極的に政策及び条例の提案を行うよう努

めること。 

(4) 議員は，資質並びに政策形成，立案能力の向上を図るため，自己研鑚に努めるこ

と。

（情報共有と市民意見の把握） 

第５条　議会は，市民に対する説明責任を十分に果たすものとする。 

２　議会は，原則として，すべての会議を公開するものとし，あらかじめ市民に周知す

るよう努めるものとする。 

３　議会は，市民の多様な意見を把握し，政策立案に反映させるため，次に掲げるもの

を用いることができる。 

(1) 議会報告会及び意見交換会の実施 

(2) パブリックコメントの実施 

(3) アンケート調査の実施 
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【解説】 

　議会は，市民からの請願及び陳情を市民からの政策提案として受け止め，その提出され

た背景や目的などを十分に調査し，誠実に審議することとしています。 

 

 

第４章　議会と市長等の関係　 

 

 

 

 

 

 

【解説】 

　地方自治法第96条第１項では，議会が議決しなければならない事件（議決事件）を規定

しています。加えて，同条第２項では，地方公共団体に関する事件で議会が議決すべきも

のを条例により定めることができるという規定があります。 

　ここでは，議会と市長等が市民に対する責任をともに担うために，市政運営の指針とな

る基本構想に関することを議決事件とすることを定めています。 

　※地方自治法第96条第２項 

　　　前項に規定するものを除くほか，普通地方公共団体は，条例で普通地方公共団体に 

関する事件（法定受託事務に係るものを除く。）につき議会の議決すべきものを定め 

ることができる。 

 

 

 

 

 

 

【解説】 

　本会議において議員が行う質問及び質疑（以下「質問等」という。）の手法については，

一括方式と一問一答方式のいずれかを選択できることを規定しています。 

 

（市民からの政策提案） 

第６条　議会は，市民からの請願及び陳情を政策提案として受け止め，適切かつ誠実に

これを審議するものとする。 

 

（議会の議決事件） 

第７条　議会は，地方自治法（昭和22年法律第67号。以下「法」という。）第96条第２

項の規定により，市の基本構想に関することを議決事件として定めるものとする。

（質問） 

第８条　議員の本会議における質問等は，一括方式と一問一答方式のどちらかを選択す

ることができる。
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【解説】 

　議会は，提案される重要な政策，事業等について，より政策水準を高める議論が行われ

るよう，提案者である市長等に対して，５つの事項について説明を求めることを定めてい

ます。 

 

 

 

 

 

 

 

【解説】 

　議会は，予算及び決算の審議において，より深い審議が行われるよう，前条に準じて，

市長等に対して，分かりやすい説明を求めることを定めています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（議会における政策形成過程の説明） 

第９条　議会は，市長が提案する重要な政策等について，議会審議における論点情報を

整理し，その政策水準を高めることに資するため，次の各号に掲げる事項について明

らかにするよう求めるものとする。 

(1) 政策等の目的及び提出に至る背景 

(2) 政策等の概要 

(3) 市民参加の実施の有無とその内容 

(4) 基本構想及び基本計画との整合性 

(5) 政策等の実施に要する経費，財源措置

（予算及び決算における説明） 

第１０条　議会は，提案される予算や決算の審議にあたっては，前条の規定に準じて， 

市長等に対し，分かりやすい説明を行うよう求めるものとする。



7 

第５章　議会運営 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【解説】 

　議会は，円滑かつ効率的な議会運営に努めることとし，その中で議員相互の自由な討議

を尽くした合意形成を図ることや委員会のもつ専門性や特性を活かして，市政の諸課題に

対応していくことを定めています。あわせて，市民に身近な議会となるよう分かりやすい

言葉や表現を用いた議会運営に努めることを定めています。 

 

 

 

 

 

 

 

【解説】 

　議長は，地方自治法第104条の規定されている議事整理，議会事務統理などの権限によ

り議場の秩序を保持し，公平公正な議会運営を行うことを定めています。 

 

 

 

 

　 

 

 

【解説】 

　議会は，議長及び副議長を選出する際，それぞれの職を志す者に議会運営に関する所信

や抱負を表明する機会を設けることを定めています。 

 

（議会運営の原則） 

第１１条　議会は，円滑かつ効率的な議会運営に努めるものとする。 

２　議会が言論の府及び合議制の機関であることを認識し，議員間の自由闊達な討議を

尊重するものとする。 

３　議会は，市政の課題に的確に対応するため，委員会において，専門性と特性を活か

した協議をするものとする。 

４　市民に分かりやすい言葉及び表現を用いた議会運営に努めるものとする。

（議長の役割） 

第１２条　議長は，議会を代表し，議会の秩序保持，議事の整理，議会事務を統理し，

公平公正な議会運営を行うものとする。

（議長及び副議長志願者の所信表明） 

第１３条　議会は，議長及び副議長の選出に当たり，それぞれの職を志願する者に対し

て，所信を表明する機会を設けるものとする。
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【解説】 

　議員は，市政の諸課題に関する調査研究やその他の議会活動を共同で行うことを目的と

して，市政に対する同一の理念を共有する議員により会派を結成できることを定めていま

す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【解説】 

　議員は，本会議や委員会での会議において，議会としての合意形成を醸成するため，議

員間で十分な議論を尽くすことを定めています。また，議案等の審査のほか，市政に関す

る政策・課題等についても，議員間の共通認識や合意形成を図るため，積極的に討議を行

うことを定めています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

　（会派） 

第１４条　議員は，市政に対して，同一の理念を共有し，調査研究その他の議会活動を

行うことを目的として，会派を結成することができる。 

　（議員間討議による合意形成） 

第１５条　議員は，本会議及び委員会における合意形成に向けて，議員相互の議論を尽

くすよう努めるものとする。 

２　議員は，市政に関する重要な政策課題に対して，議員間の共通認識及び合意形成を

図るため，政策討議を行うものとする。
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第６章　議会及び議会事務局の体制整備 

 

 

 

 

 

 

【解説】 

　議会は，議員の資質の向上を図るため，政策形成や立案能力の向上などを目的とした議

員研修の充実強化に努めることを定めています。 

 

 

 

 

 

 

 

【解説】 

　議会は，議員が政策立案や政策提案するに当たり，その補助をする議会事務局の調査機

能や法務機能の強化及び組織体制の整備に努めることを定めています。 

 

 

 

 

　 

 

 

【解説】 

　議会は，市長のみに調整権がある予算について，二元代表制の趣旨を鑑み，議会として

の機能を果たす上で必要な予算の確保に努めることを定めています。 

 

 

 

 

 

 

 

（議員研修の充実強化） 

第１６条　議会は，議員の資質の向上を図るため，議員研修の充実強化に努めるものと

する。

（議会事務局） 

第１７条　議会は，議会事務局の調査機能及び法務機能の充実強化並びに組織体制の整

備に努めるものとする。

（予算の確保） 

第１８条　議会は，二元代表制の趣旨を踏まえ，議事機関としての機能の充実を図るた

め，必要な予算の確保に努めるものとする。
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【解説】 

　議会は，議員の政策形成や立案能力の向上等の調査研究のため，議会図書室の書籍や資

料などの充実に努めることを定めています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【解説】 

　議会は，広報紙の発刊はもとより，情報通信技術の発達に対応した多様な広報媒体を活

用し，議会活動を市民に対し分かりやすく周知するとともに，広く市民が議会に関心を持

つよう広報活動の充実に努めることを定めています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

【解説】 

　議会は，市の直面する重要課題に対応するため，議会自らが大学研究機関（専門的知

見）や専門家等との連携を積極的に活用できることを定めています。 

※地方自治法第100条の２  

　　　普通地方公共団体の議会は，議案の審査又は普通地方公共団体の事務に関する調査 

のために必要な専門的事項に係る調査を学識経験を有する者等にさせることができる。 

（議会図書室）　 

第１９条　議会は，議員の調査研究の推進のため，議会図書室の充実強化に努めるもの

とする。 

 

（広報活動の充実） 

第２０条　議会は，市民の知る権利を保障し，多くの市民が議会と市政に関心を持てる

よう，多様な方法を用いて，広報活動の充実に努めるものとする。 

２　議会は，広報紙等を利用して，議会の活動について，市民に対し，分かりやすく周

知するよう努めるものとする。 

３　議会は情報技術の発達を踏まえた多様な広報手段を活用することにより，多くの市

民が議会と市政に関心を持つよう議会広報活動の充実に努めるものとする。

（専門的知見の活用）　 

第２１条　議会は，市の直面する重要課題に対応するため，法第100条の２の規定によ

り，大学研究機関との連携又は専門的な知識及び経験を有する者の積極的な活用を図

ることができる。
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第７章　最高規範性及び見直し手続き 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【解説】 

　議会は，この条例を議会に関するすべての条例等に優先する最高規範として位置づけ，

この条例の目的や考え方が議会に関するすべての条例等に反映されなければならないこと

を定めています。 

　また，この条例の理念をすべての議員に浸透させるため，一般選挙後の任期開始の際に

この条例に関する研修を行うことを定めています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【解説】 

　議会は，この条例が形骸化しないよう，条例の目的が達成されているか否かについて議

会運営委員会等で検証を行い，その結果を市民の公表することを定めています。 

　また，検証の結果を受け，必要に応じて適切な対応措置を講じることを定めています。 

 

 

 

 

（他の条例等との関係等） 

第２２条　この条例は，議会に関する基本的事項を定めた最高規範であり，議会に関す

る他の条例等を制定し，又は改廃する場合においては，この条例に反してはならな

い。 

２　議会は，議員にこの条例の理念を浸透させるため，一般選挙を経た任期開始後速や

かに，この条例の研修を行うものとする。

（条例の見直し等） 

第２３条　議会は，この条例の目的が達成されているか否かを議会運営委員会等におい

て検証し，その結果を市民に公表するものとする。 

２　議会は，前項の検証の結果，条例の見直しが必要と認められた場合，適切な措置を

速やかに講じるものとする。

附　則 

　この条例は，平成26年４月１日から施行する。


